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経済学研究 35-2
北海道大学 1985.9 

北海道中小企業の行動分析

員野 筒・八鍬幸信

I はじめに

昭和田年8月1日からほぼ2ヶ月にわたって

北海道未来総合研究所の協力を得て，道内の中

小企業における経営行動の実態に関するアンケ

ート調査をど実施した。本稿の目的は， このアン

ケート調査結果のうち特に企業行動に関連した

質問項目に焦点をあてて本道企業の行動上の特

徴を明らかにしようとするところにある 1)。

また，本稿は上述の分析作業を通じて次のよ

うな視点での今後の研究に資することを意図し

ている。従来，本道の企業についてはいろいろ

な観点からその行動上の特質が研究されてき

た。しかし，それらの研究のほとんどは概ねマ

クロ経済学的ないしは産業構造論的な観点から

のものであったように思われる。本道企業の特

質について経営学的な枠組みに添っていわばそ

の内部から分析していくという視点は稀薄であ

ったと考えられるわ。本論は，本道企業の行動

の態様を明らかにすることによって上述の視点

からの研究に貢献しようというものである。

本稿は本道企業の戦略行動にのみ焦点を当て

1)本道の中小企業を対象としたリサーチの機会を提
供していただいた北海道未来総合研究所の関係者
の方々に謝意を表するものである。また，データ
の解析にあたっては札幌大学電子計算機室
ACOS-600システムおよび北海道大学大型計算
機センタ-HITAC M システムを利用した。こ
れらのセンターに対しても重ねて謝意を表するも
のである。
2)こうした立場より行われた数少ない例外の代表と
して北海道未来総合研究所 (1982)を挙げること
ヵ:できょう。

て調査結果をまとめようとするものであるが，

このことはまた次のような点でも意義を有する

ものと考えられる。 1970年代前半に米国ハーバ

ード・ビジネス・スクーノレによって行われた

PIMS (Profit Impact of Market Strategy) 

プロジェグトは，ある事業経営の収益率に対し

てはその事業の業界における占拠率が最も強い

影響力を及ぼす， という点を実証的に明らかに

しこの PIMSプロジェグトの概要は日本で

も紹介されたり。市場占拠率が企業の収益率の

水準を決める唯一の要因であるかどうかはとも

かくとして， この PIMSプロジェグトがわが

国企業の戦略行動研究の一つの手がかりになっ

ていると考えられる。以後，企業が市場におい

てその優位性を確保するために必要な戦略立案

の方途に関する概念的枠組みの構築が盛んに試

みられるようになってきため。また，一方で，

概念的枠組みの構築にとどまらず，市場におい

て成功する企業とそうでない企業の戦略行動上

の差異に関する実証的ないしは事例的研究も次

第に積み重ねられつつあるの。

本道地場企業の育成・発展という問題を考え

るに当っては，第一次産業への強度の依存体質

を長期的に産業施策的観点から改めていくとい

ったことはもちろん必要であろう。しかし，そ

れにもまして本道企業自身の内発的努力として

市場環境への適合の熟練度を高めていくことが

必要と考えられる。そのための基礎的な研究と

3) D. F. Abell and J. S. Hammond (1979)，向
訳書。

4)伊丹敬之 (1980)，同 (1984)など。
5)石井淳蔵 (1984)，小島健司 (1985)。
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して，上述のような経営学における最近の動向

との連動をはかりつつ，理論的枠組みを整備し

つつ，実証的研究あるいは事例的研究を積み重

ねながら，北海道における企業行動の特質につ

いて研究が進められていかなければならないで、

あろう。

11 調査の概要および分析の枠組み

このたびわれわれが実施した「北海道中小企

業経営実態調査」のあらましは次のようなもの

である。表II-1に示すように，今回調査対象

となった企業数は製造業500社，建設業 100社，

卸売業 100社，小売業 150社，金融・保険・不動

産 100社，運輸・通信・倉庫業 100社およびサ

表11-1 北海道中小企業経営実態調査回収状況

1調査 i回答|有効回答
業種分類 |対象 1 企業数|企業数

社
18(18.0) 18(18.0) 100 

100 24(24.0) 24(24.0) 

100 22(22.0) 22(22.0) 

100 19(19.0) 19(19.0) 

100 28(28.0) 28(28.0) 

6 建設業 7州2胸州 28(28.0)
7 卸売業 l 叫 3蜘州 3悶 0)
3 小売業 i 叫別8刊27(18.0)
9 皇霊会保険・不 l吋削o州則0.0)
10. 運輸・通信・倉 1 1001 15(15.0)1 15(15.0) 庫業 .1.VVI .I..V'-..I..'-" v.l1 

11 サービス業 l 叫 21包1州20(20.0) 
合 計!日山肌6)1蝋 21.4)

内:%

注) 11981年・北海道工場総覧J(北海道庁)
119悩年・北海道年鑑J(北海道新聞社)
11984年・札幌商工名鑑J(札幌商工会議所)
などを参考に中小企業基本法の定義をもとに， 製

造業，建設業， 金融・保険・不動産業，運輸・通信・
倉庫業は資本金1億3，000万円以下， 卸売業は

3，000万円以下， 小売業， サービス業は1，000万
円以下の道内に本社を有する企業を対象に実施

(表II-2参照〉。

ーピス業 100の併せて1， 150社である。このう

ち，製造業については食料品 100社，木材・木

製品・家具・装飾品100社，窯業・土石製品100

社，鉄鋼・非鉄金属・機械 100社およびその他

の製造業 100社という内訳になっている。

中小企業の定義は，中小企業基本法第2条に

よれば表II-2のようになっているが，今回の

調査対象企業は資本金を基準として抽出され，

その抽出に当っては 11982年北海道工場総覧」

(北海道庁)， 11984年北海道年鑑J(北海道新聞

社)， 11984年札幌商工名鑑J(札幌商工会議所)

などの資料が参考にされた。

これら1，150社に対して付録に示すような質

問票が送付され， このうち 248社から回答が寄

せられ，その後の電話による追認調査を経て有

効回答企業数は246社に達した。業種別の回答

企業数および有効回答企業の内訳は表II-1に

示されているとおりであった。

本調査についての詳細な分析結果は別の機会

にゆずり，本稿では本道の企業行動上のー側面

をみるに当り， 1自社の特徴ないし強み」を尋

ねた問3， 1今後の経営方策Jについて聞いた

問5および「今後のマーケティング方策」につ

表11-2 中小企業基本法に基づく中小企業の定義

業 t種分類 中小企業の定義

1. 食料品

劇 。 木材・木誕百7
“ 家具・装飾品

造 3. 窯業・土石製品 l

|資本金1億円以下あるい
d 鉄鋼・非鉄金属|は従業員300人以下

業戸二企里二機塑一一一
5 その他の製造業

6. 建設業

7. 卸売業 |資本金3，000万円以下あ
|るいは従業員 100人以下
|資本金川om:q以下あ
るいは従業員50人以下8. 小売業

口 金融・保険・不動
三J 墜堂一一一一一一一一|資本金1億円以下あるい
運輸・通信・倉庫|は従業員300人以で

10・業 l 

11. サービス業 一浮
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表II-3 業績グループの分類方法

使用総資本税引後利益率 t収益性

OF51|0-2%1|243ZIi4未-6満3U||64%||8-10M||10未-1満5%||15-20351| 20% 
未満未満未満 未満未満 未満以上

0% Eグループ
Cグノレ}プ

未満 成長性，収益 成長性が低く，収益性が高い

性ともに低い
0-5% 
未満

売
5-10% Bグループ

上 未満 成長性および収益性ともに普通

高
10-20% Dグループ

{申 未満 成長性が高

く，収益性が低
び 20-30% L 、

率
未満

.. 30-40% 
未満

成

長 40-50% 
未満

性

50-100% 
未満

100% 
以上

いて質問した問14に焦点、を当てて調査結果を分

析することとする。また，これら3つの戦略関

連変数それぞれに関して業績グ)レープ別の差異

を検討するために「経営指標」について尋ねた

間16の(1)r過去4年間の売上高の伸び率」およ
び(2)r58年度末の使用総資本税引後利益率Jを

それぞれ成長性尺度，収益性尺度として用い，

業績グループを表1I-3のように分類した。す
なわち，成長性および収益性がともに高水準の

業績グ、ループをA，成長性および収益性がとも

に普通の業績グ、ループをB，成長性が低く収益

性が高い業績グループをC，成長性が高く収益

性が低い業績クゃループをD，そして成長性およ

び収益性がともに低いグループをEとしたの。

6)本稿における業績のカテゴリー区分については，
たくぎん調査部 (1983)を参考にした。ただし
本稿での分類基準はたくぎん調査部のそれよりも
緩いものとなっている。

Aグノレープ

成長性および収益性ともに高水準

以下， この業績クツレープ分類に基づいて，先

の3つの戦略関連変数についての分析を試みる

こととする。

111 業績グループ別の行動の特徴

一戦略関連変数と業績変数のクロス分析一

企業が一定の成長性と収益性を確保しながら

その存続をはかっていくためには，市場環境へ

の適合を経営戦略という形で実践していく必要

があるということは誰の目からみても明らかで

あろう。し、かなる経営戦略をどのような理論的

枠組みないしは方法論にしたがって立案および

実行すればよいのかがまず問題となる。

そのために，まず， どのような経営戦略を選

択した企業が成長性および収益性の両面からみ

て高い業績を維持できているか， という点につ
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いてその実態を調べてみた。このような観点か

ら，本調査では「自社の特徴ないし強みJ，I今

後の経営方策」および「今後のマーケティング

方策」といった3つの行動関連変数と，成長性

および収益性という 2つの次元で定義される業

績との関係を調べようとした。以下，その分析

結果について報告することとする。

1.経営資源の自己評価と業績との関係

今回の調査で用いられた質問票の問3で，調

査対象各社に対して「自社の特徴ないし強み」

が尋ねられた。「自社の特徴ないし強み」は戦

略変数そのものというよりは，むしろ企業が戦

略を立案・実行するにあたって正しく評価して

おかなければならない経営資源に相当するもの

といえよう。経営資源のあり方は，企業の戦略

選択の方向を決定する重要な要因の一つであ

る。業績が良い企業は自社の経営資源をいかに

評価する傾向にあるかを知ることは，良い戦略

を実行できるための前提条件として企業はいか

なる経営資源を保有しなければならないか， と

いう点についての見通しを得る上で役に立と

う。この点を含みおいた上で， I自社の特徴な

いし強み」と業績との関係を調べると，表ill-

1のような結果が得られた。また，本表をより

視覚的にとらえやすくするために帯状グラフで

表現したのが図皿 -1である。

なお， ここでのデータの集計に当っては，後

のW節で数量化理論3類による統計解析の都合

上，度数がきわめて少なかった「優秀な下請・

仕入先J，I資産内容」および「立地条件Jにつ

いてはこれらを一括して「その他」に含めると

いうように， カテゴリーの整理・統合が行われ

ている。また，ここでは，最も大きいと考える

(質問表中O印)I自社の特徴ないし強み」につ
いてのみ分析が試みられている。

まず，今回の調査における業績クゃループ別の

表1II-1 業績グループ別の自社の特徴ないし強み

カ ア ゴ リ ー

企度統業・の知名伝 器，a科白臨押 ¥取製の(特扱商性〉等い品¥製品開発¥従業員の¥安定した¥生産 (あ|||1LmV1品lli 

グノレ}プ

力・商品資質・意販売先・るいは販無回答
別企業数

企画力欲 顧客 売)技術

A 2 3 5 3 3 6 4 4 30 

(6.7) (10.0) (16.7) 00.0) 00.0) (20.0) (13.3) (13.3) (12.2) 

業 B 9 5 9 1 5 14 2 9 54 

績
(16.7) (9. 3) (16.7) (1. 9) (9.3) (25.9) (3.7) (16.7) (22.0) 

C 5 2 5 2 7 13 1 2 37 
!l" (13.5) (5.4) (13.5) (5.4) 08.9) (35. 1) (2.7) (5.4) (15.0) 

ノレ D 4 2 12 3 4 16 2 6 49 

(8.2) (4.1) (24.5) (6. 1) (8.2) (32.7) (4.1) (12.2) (19.9) 

E 15 3 13 5 8 22 3 4 73 
フ (20.5) (4. 1) (17.8) (6.8) (11.0) (30.1) (4. 1) (5.5) (29.7) 

。 。 1 。 。 2 。 O 3 

(0.0) (0.0) (33.3) (0.0) (0.0) (66.7) (0.0) (0.0) (1. 2) 

全企業 35 15 45 14 27 73 12 25 246 

(14.2) (6.1) (5.7) (11.0) (29.7) (4.9) (10.2) (100.0) 

A:成長性および収益性ともに高水準 B:成長性および収益性ともに普通 ( )内:%
C:成長性が低く収益性が高い D:成長性が高く収益性が低い

E:成長性および収益性ともに低い NA:無回答



1985. 9 北海道中小企業の行動分析 良野・八鍬 5 (181) 

図III-1 自社の特徴ないし強み

業績グループA

業績グループB

業績グループC

業績グループD

業績グループE

その他・無回答

全企業

醸盟企業の伝統知名度

重量経営陣
盤翻取扱い製(商)併特性成長性

製品開発力・商品企画カ

企業数は， Aグループ30社 (12.2%)，Bグルー

プ54社 (22.0%)，Cグ、ループ37社 (15.0%)，D 

グループ49社 (19.9%)，Eクホループ73社(29.7
%)および無回答企業3社(1.2%)となってい

る。

調査対象企業全体では，1自社の特徴ないし強

みJとして「安定した販売先・顧客」をあげる

企業が最も多く29.75弘次いで「取扱い製(商

品)の特性・成長性」の18.3%，1企業の伝統・

知名度」の14.2%，1従業員の資質・意欲」の

11.0%という )1慎になっている。
これを業績グループ別にみると，業績クボルー

プA，すなわち成長性および収益性がともに高

水準のグループについては， 1安定した販売先・

顧客」を「自社の特徴ないし強み」としてあげ

従業員の資質・意欲

安定した販売先・顧客

.その他

る企業が最も多く 20.0%，次いで「取扱い製

(商) 品の特性・成長性」の16.7%となってい

る。さらに，第3位が「生産(あるいは販売)

技術」の13.3%，とL、う11原序になっている。逆

に， このグループでは「企業の伝統・知名度J

を「自社の特徴ないし強み」としてあげる企業

が最も少なく 6.7%となっている。

成長性および収益性がともに普通の業績グル

ープBについては， 1自社の特徴ないし強み」と

して「安定した販売先・顧客」をあげる企業が

最も多く25.95弘次いで「企業の伝統・知名度」

および「取扱い製(商)品の特性・成長性」の

それぞれ16.7%となっている。

また，成長性が低く収益性が高い業績グルー

プCでは，業績グループAおよびBと同じく，
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「自社の特徴ないし強み」として「安定した販

売先・顧客」をあげる企業が最も多く35.1%と

なっている。次いで「従業員の資質・意欲」の

18.9%， I企業の伝統・知名度」および「取扱い

製(商)品の特性・成長性」のそれぞれ13.5%

と続いている。

業績グループCとは逆の成長性が高く収益性

が低い業績グ、ノレープDについては，やはり「安

定した販売先・顧客jを「自社の特徴ないし強

みj としてあげる企業が最も多ぐ32.7%，第2

位が「取扱い製(商) 品の特性・成長性」の

24.5%となっている。

最後のグループ，すなわち成長性および収益

性がともに低い業績クソレープEについては，や

はり「安定した販売先・顧客」を自社の特徴な

いし強み」としてあげる企業が多く30.1%，次

いで「企業の伝統・知名度j20.5%， I取扱い製

(商)品の特性，成長性j17.8%の順となって

いる。

以上の調査結果から，次のような結論を引き

出すことができょう。

第1に，すべての業績グループを通じて， I安

定した販売先・顧客」を「自社の特徴ないし強

み」と考えている企業が最も多くなっている。

このことは，本道の中小企業が取引先との信頼

関係を基盤に事業活動を展開していこうとして

いることの現れ，換言すれば取引先との摩擦を

極力回避し，取引先とのより安定した関係を取

り結ぶことに精力を注いでいくという，いわば

“守り"の経営を一面で重視していることの現

れと考えられよう。

第2に， 図1II-1から分かるように I経営

陣」を「自社の特徴ないし強み」と考える企業

の割合は成長性および収益性がともに高い業績

クーループAで最も高くなっている点が注目され

る。この点は示唆的である。

第3に，おそらく最も重要な点と思われるが，

「製品開発力・商品企画力」および「生産(販

売)技術Jを「自社の特徴ないし強み」として

あげる企業の割合が，成長性および収益性がと

もに高水準の業績クつループで最も高くなってい

る。このことは，企業が高い業績水準を維持し

ていく，ためには，技術革新に対する絶え間ざる

努力の必要性を示唆しているものと考えられ

る。ただ，本道中小企業においては「生産(販

売)技術」あるいは「製品開発力・商品企画力」

といった技術革新関連要因に対する関心の低さ

が目立ち，今回の調査でも北海道中小企業の技

術開発力の脆弱さが裏づけられる結果となっ

た。

「北の技術j7) を育成するためには何をなす

べきか， といった点は本道地場企業の育成の方

途をさぐる際に非常に重要な問題となろう。

2.今後の経営方策と業績との関係

質問票の問5では，調査対象各社に対して「今

後の経営方策」について尋ねた。本質問は本道

企業の経営戦略についての考えを知る上で最も

直接的なものである。この「今後の経営方策」

と業績との関係をみようとしたのが表Eー2お

よび図1II-2である。

間3の場合と同じ理由で，経営学的にみて無

理のない範囲で次のようなカテゴリーの整理・

統合が行われている。すなわち， I事業の多角

化の推進」と「異業種間提携」が併せて集計さ

れている。また， I組織の活性化j，I経営風土の

革新」および「組織機構の改革」という 3つの

組織関連要因が併せて集計されている。度数が

きわめて少ない「長期ビジョン・中期計画等の

確立j，I間接部門の生産性向上j，I低収益事業

からの撤退」および IOA化・情報システムの

推進」は一括して「その他」として扱った。こ

のような前処理を施した上で， I今後の経営方

策」と業績との関係をみると次のようになる。

まず， 対象企業全体では， I現有事業・製品

の販売力強化」を「今後の経営方策」として考

えている企業が最も多く26.8%，次いで， I技

術開発力の強化」および「人材の育成・活用」

のそれぞれ16.7%，I財務体質の強化」の 10.2 

%という順になっている。

7)日本経済新聞社編 (1984)のW参照のこと。
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業績グループ別では，まず，成長性および収

益性がともに高水準の業績ク守ループAについて

は， r今後の経営方策」 として「現有事業・製
品の販売力強化」をあげる企業が最も多く 20.0

%，第2位が「人材の育成・活用」の16.7%，

第3位が「技術開発力の強化J，r財務体質の強
化」および「組織の活性化・経営風土の革新・

組織機構の改革」のそれぞれ13.3%となってい

る。また r海外・道外市場の開拓」をあげる
企業は皆無であった。

成長性および収益性がともに普通の業績グル

ープBにおける「今後の経営方策」については，

第1位が「現有事業・製品の販売力強化J24. 1 

%，第2位が「人材の育成・活用J18.5%，第

3位が「技術開発力の強化J16.7%の11債となっ

ている。業績グループAと同じく， r今後の経
営方策」として「海外・道外市場の開拓」をあ

げる企業は1.9%と低水準にとどまっている。

成長性が低く収益性が高い業績グループCで

は， r今後の経営方策」として「現有事業・製品
の販売カ強化」をあげる企業が最も多く 27.0%，

次いで「技術開発力の強化」の18.9%，r事業の
多角化の推進・異業種間提携」の13.5%の順と

なっている。また，このクソレープにおいても「海

外・道外市場の開拓」をあげる企業はきわめて

少なく 2.7%にすぎない。

また，成長性が高く収益性が低い業績クソレー

プDについては， r現有事業・製品の販売力強
化」をあげる企業がやはり最も多く 32.7%，次

いで「人材の育成・活用」の18.4%，r技術開発
力の強化」および「財務体質の強化」のそれぞ

れ14.3%の順となっている。また r海外・道
外市場の開拓」を「今後の経営方策」としてあ

げる企業はこのク。ループでも極めて少なく 2.0

Zにすぎなし、。
成長性および収益性がともに低い業績グ、ルー

表III-2 業績グループ別の今後の経営方策

カ テ コ リ

現有事事業の多海外外・道
組織の活

直接部門 グループ
技術開発業・製品角化の推 市場の 財務体質性化・経の生産性

人材の育 その他・ 別企業数力の強化の販売力 の強化 営風土の 成・活用 無回答
強化 進など 開拓

革新など
向上

A 4 6 3 1 30 

α3.3) (20.0) (10.0) (0.0)1 03.3)1 03.3) (3.3) (16.7)1 00.0) 02.2) 

業 B 9 13 5 1 4 3 3 10 6 54 

績
(16.7) (24. 1) (9.3) (1. 9) (7.4) (5.6) (5.6) (18.5) (11.1) (22.0) 

C 7 10 5 1 1 1 4 4 4 37 
グ く18.9) (27.0) (13.5) (2.7) (2. 7) (2.7) (10.8) (10.8) (10.8) (15.0) 

ノレ D 7 16 2 1 7 O 2 9 5 49 

04.3) (32.7) (4.1) (0.0) (4. 1) (18.4) (10.2) (19.9) 

E 14 21 2 

(1.(12.39 〕
7 5 10 4 73 

プ (19.2) (9.6) (6.8) (13.7) (5.5) (29.7) 

NA O 01 0 O O 。 O 3 O 3 

(0.0) (.0.0) 師 03| (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (100・0)1 (0.0) (1.2) 

全企業 41 661 17 4 25 15 151 41 22 246 

て16.7) て26.8)(6.9)1 (1. 6)i (10・2)1 (6.1) (6. ~;I (16.. 7) (8.9) (100.0) 
A:成長性および収益性ともに高水準 B:成長性および収益性ともに普通 ( )内:.%
C:成長性が低く収益性が高い D:成長性が高く収益性が低い
E:成長性および収益性ともに低ド NA:無回答
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図III-2 今後の経営方策

業績グループA

業績グループB

業績グループC

業績グループD

業績グループE

その他・無回答

全企業

技術開発問化 r.組織の活性化経営風土の革新組織機構の改輩

重量現有事業製品の販売力強化院弓直接部町産性向上

騒翻事制角化の縦異類鵬駄関人材の育成活用

海外・道外市場の開拓

財務体質の強化

プEでは， I今後の経営方策」 として他のクホル

ープと同様「現有事業・製品の販売力強化」を

あげる企業が最も多く28.8%，次いで「技術開

発力の強化」の19.2%，I人材の育成・活用」の

13. 7%のH原となっている。また， この業績グ、ル

ープにおいても他の業績クゃループと同じく， I海

外・道外市場の開拓」をあげる企業が極めて少

なく1.4%にすぎない。

以上のことから，本道の中小企業における

「今後の経営方策Jと業績との関係について次

のように結論することができょう。

第1に，業績の良し悪しを問わず，木道の中

小企業の場合 I今後の経営方策」 として一様

に「現有事業・製品の販売力強化」を最も重視

その他

している。このことは，次のように解釈できょ

う。現下，本道においては産業界全般にわたっ

て不況感がはびこっており， このことを売上高

の伸び悩みという形で実感している。このこと

の裏返しとして，局面打開の方策を「現有事業

・製品の販売力強化」に求めていると考えられ

よう。ただし，業績の一番良いAグループでの

木項目の比率が低い点は注意する必要がある。

第2に， I財務体質の強化」を「今後の経営

方策」と考えている企業の割合が成長性および

収益性がともに高い業績グループAで最も高く

なっている点が注目に値する。また I組織の

活性化・経営風土の革新・組織機構改革」をあ

げる企業の割合もAグループで最も高くなって
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いる。このことは，一方で、， I現有事業・製品の

販売力強化」をあげる企業の割合が業績グルー

プAで最も低くなっている点を考え併せると，

その低い分だけAグループは「財務体質の強

化」をはかり， I組織の活性化・経営風土の革

新・組織機構の改革」をはかることにより，い

わば企業の足腰を強くすることにより，今後の

発展を期すといった姿勢が強いということを意

味しよう。

第3に，業績のいかんを問わず，本道中小企

業の場合， I海外・道外市場の開拓」を「今後の

経営方策」としてあげる企業が極めて少ない点

が注目される。 Aグループについてさえ， この

方策をかかげる企業は皆無であった。従来，本

道経済の一つの弱点として輸出産業の立ち遅れ

がしばしば指摘されてきたが円 このことが今

回のわれわれの調査においても，いわば企業白

身が考える経営方策の面からも明確になってい

る。本道地場企業の発展といった問題を考える

場合，企業経営者はこの点について十分思いを

いたさなければなるまい。

3.今後のマーケティング方策と業績との関

係

今後の経営方策に関連して，問14でより具体

的にマーケティング画での今後の方策が尋ねら

れた。「今後のマーケティング方策」 と業績と

の関係をみようとしたのが，表ill-3ならびに

図ill-3である。

ここでも，問3および問5と同じ理由で経営

学的にみて差し障りのない範囲でカテゴリー

の整理・統合が行われている。すなわち I物

流・配送サーピスレベルの向上」と「物流コス

トの低減」とL、った物流関連要因が一括して集

計されている。また I道外マーケティング戦

表111-3 業績グループ別の今後のマーケティ〆グ方策

カ テ ゴ リ

一新製品新l価格一 グループ別
ーズ抱渥体商品等の関の見直しネノレの見マンの強サービスレ無回答 企業数
舗の強化発・取扱い 直し 化 ベノレの向上

A 10 8 3 1 2 。 6 30 

(33..3) (26.7) (10.0) (3.3) (6.7) (0.0) (20.0) (12.2) 

業 B 22 11 2 3 5 4 7 54 

績
(40.7) (20.4) α7) (5.6) (9.3) (7.4) (13.0) (22.0) 

C 8 15 5 1 4 。 4 37 
!l' (21.6) (40.5) (13.5) (2.7) (10.8) (0.0) (10.8) 05.0) 

Jレ D 18 12 1 2 6 2 8 49 

(36.7) (24.5) (2.0) (4.1) (12.2) (4. 1) (16.3) (19.9) 

E 25 13 15 3 7 5 5 73 
フ (34.2) (17.8) (20.5) (4.1) (9.6) (6.8) (6.8) (29.7) 

NA 2 1 O 。 。 O 。 3 

(66.7) (33.3) (0.0) (0.0) ω.0) (0.0) (0.0) (1.2) 

全企業 85 60 26 10 24 11 30 246 

(34.6) (24.4) (10.6) (4.1) (9.8) (4.5) (12.2) (100.0) 

A:成長性および収益性ともに高水準 B:成長性および収益性ともに普通 ( )内:%
C:成長性が低く収益性が高い D:成長性が高く収益性が低い
E:成長性および収益性ともに低い NA: :無回答

8)北海道庁編 (1984)，pp. 42-43。
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図III-3 今後のマーケティング方策

業績グループA

業績グループB

業績グループC

業績ク事ルーフ。D

業績グループE

その他・無回答

全企業

醸盟需要者のニ一刻巴酬の強化

重量新製品新商附開発取扱い

騒麹価格政策の見直し

販売チャネルの見直し

略の強化j，r広告・販売促進活動の強化j，r営
業・販売部門の機械化」を一括して「その他」

に含めた。

まず， 調査対象企業全体では， r今後のマー
ケティング方策」として「需要者のニーズ把握

体制」をあげる企業が最も多く34.6%，次いで、

「その他」を除くと「新製品・新商品等の開発

・取扱L、」の24.4%，r価格政策の見直し」の
10. 6%のn原となっている。

次に，業績別にみると，成長性および収益性

がともに高水準の業績クーループAでは「需要者

のニーズ把握体制の強化」が第1位で33.3%，

次いで「新製品・新商品等の開発・取扱い」の

26.7%， r価格政策の見直し」の10.0%ときて
いる。一方， r今後のマーケティング方策」と

80 100 

セールスマンの強化

物流・配送サービスレベルの向上，物流コストの低減

して「販売チャネルの見直し」をあげる企業は

きわめて少なく3.3%，r物流・配送サービスレ
ベルの向上，物流コストの低減jVこいたっては

皆無であった。

成長性および収益性がともに普通のグループ

Bに関しては， r需要者のニーズ把握体制の強
化」をあげる企業が最も多く40.7%，第2位が

「新製品・新商品等の開発・取扱し、」の20.4%，

第3位が「セールスマンの強化」の9.3%のn原

となっている。一方， このク守ループで「価格政

策の見直しJをあげる企業は極めて少なく 3.7 

%， r販売チャネルの見直し」は5.6%となっ
ている。

成長性が低く収益性が高い業績ク事ループCに

ついては， r新製品・新商品等の開発・取扱いチ噌
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をあげる企業が最も多く40.5%，次いで「需要

者のニーズ把握体制の強化」が21.6%， r価格
政策の見直し」が13.5%と続いている。一方，

「販売チセネルの見直しJは2.7%と低<， r物
流・配送サ}ピスレベルの向上，物流コストの

低減」をあげる企業は皆無であった。

次いで"成長性が高く収益性が低い業績グ、ル

ープDについては，下今後のマーケラインダ方

策」として「需要者のニーズ把握体制の強化」

をあげる企業が最も多く36.7%，次いで、「新製

品・新商品等の開発・取扱い」が24.5%，rセ
ールスマンの強化Jが12.2%と続いている。「販
売チャネノレの見直し」および「物流・配送サー

ビスレベルの向上，物流コストの低減」をあげ

る企業の割合はこのクゃループにおいてもやはり

低しそれぞれ4.1%となっている。

成長性および収益性がともに低い最後の業績

グループEについては，r需要者のニーズ把握体
制の強化Jが第1位で34.2%，次いで「価格政

策の見直し」の20.5%，r新製品・新商品等の
開発・取扱し、Jの17.8%となっている。一方，

「販売チャネルの見直し」および「物流・配送

サービスレベルの向上，物流コストの低減」を

あげる企業はここでも少なしそれぞれ4.1%，

6.8%である。

以上の調査結果から，本道の中小企業におけ

る「今後のマーケティング方策」と業績との関係

について次のように結論することができょう。

第1に，成長性が低く収益性が高い業績グル

ープCを除けば，本道の中小企業は「需要者の

ニーズ把握体制の強化」を「今後のマーケティ

ング方策」として最も重視している。

第2に，収益性は高いが売上高の伸び悩みに

直面しているクゃループCは，他の業績グループ

と違って， r新製品・新商品等の開発・取扱い」に
活路を見い出そうとしている点が注目される。

第3に，本道の中小企業は「販売チャネノレの

見直し」あるいは「物流・配送サービスレベル

の向上，物流コストの低減」といったような比

較的長期的な取組みを必要とする物流システム

の整備といった問題への関心度が低い点が注目

される。

第4に，成長性および収益性が低い業績クソレ

ーグでは，よ価格政策の見直し」 といったいわ

ば短期的に変更可能な方策を「今後のマーケテ

.{'/ダ方策J:，と Lしてあげる企業が他の業績グル

ープに比して多L、。一方 r新製品・新商品の
開発・取扱い」といった長期的な経営努力を要

する方策をあげる企業の割合が他のグループに

比べて低い点が注目される。

IV業績グループ別の戦略カテゴリーの類型化
の試み

一数量化理論3類による分析ー

E節では，経営戦略関連変数と業績変数との

グロス分析を試みることによって，本道の中小

企業における業績グループごとの経営戦略の特

徴を明らかにした。われわれは，さらに，前節

の分析結果をより全体的かつ視覚的に捉えるた

めに数量化理論3類を使った分析を試みた。本

節では，その分析結果を紹介することとする。

1.数量化理論3類の適用意図

前節の分析では，業績グループごとに各戦略

関連変数のカテゴリー(選択肢)に対する反応

度数を調べ，それぞれの反応度数を業績グルー

プ聞で比較することにより，業績グループごと

の特徴を明らかにするとし、う方法がとられた。

しかし，この方法では各業績グループの行動に

より密接に関連したカテゴリーがどのような組

合せになっているかという点が明示的ではな

い。各業績グループに密接に関連したカテゴリ

ーの組合せが類型化できると便利である。その

ためには，一方で今回の調査票の各設聞から得

られるデータが名義尺度であることを考え併せ

ると，質的データについての多変量解析手法の

一種である数量化理論3類を用いることが妥当

であると考えられるの。

9)数量化理論の詳細については， たとえば，林知己
夫・駒沢勉 (1982)，駒沢勉 (1978) などを
参照のこと。
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2.数量化理論3類による分析結果

さて，数量化理論3類のコンピュータ・プロ

グラム・パッケージを利用して，個体数量仇

および特性数量 yiを計算した結果， 表N-l

に示すようなデータが得られた。本節での目的

は，各業績クツレープに密接に関連したカテゴリ

ーないしは特性の組合せを探ることにある。そ

のために，表N-lに示されている計算の結果

得られた特性(カテゴリー)数量をプロットし

たのが図N-lである。

なお，次の 2点に注意されたい。第1に，各

軸の正負の符号には意味がなく，カテゴリー聞

の相対的な距離のみが意味をもっ。第2に， こ

こでの分析では，各業績に密接に関連したカテ

ゴリーの組合せをみることに最終的なねらいが

あるために，個体(調査対象企業)の散布図は

省略した。

以上の数量化理論3類の特徴を前提にした上

で，図N-lのカテゴリ一散布図から次のよう

なことがし、えよう。

まず，成長性および収益性がともに高水準の

業績グループAについては， r安定した販売先

表lV-1 カテゴリー数量

カ ア コ。 リ |第~ I第相関軸 相関軸

技術開発カの強化 -0，562 -0.077 

新製品・新商品等の開発・取扱い -0.475 -0.088 

製品開発力・商品企画カ -0.389 0.020 

取扱製(商)品の特性・成長性 -0.301 0.078 

業績グループC -0.264 -0.231 

直接部門の生産性向上 -0.074 -0.281 

企業の伝統・知名度 -0.073 0.347 

事業の多角化の推進，異業種間提携 -0.064 0.133 

生産(販売)技術 -0.052 -0.718 

従業員の資質・意欲 -0.051 -0.299 

現有事業・製品の販売力強化 -0.046 O. 128 

業績グループE -0.021 0.066 

業績グループ(その他) 0.004 0.082 

業績グループD 0.008 0.040 

安定した販売先・顧客 0.056 -0.035 

需要者のニーズ把握体制jの強化 0.065 0.227 

業績グループA O. 105 -0.278 

業績グループB O. 143 0.140 

販売チャネノレの見直し O. 146 0.275 

価格政策の見渡し 0.155 -0.237 

人材の育成・活用 O. 180 0.282 

セールスマンの強化 0.195 0.219 

物流・配送サーピスレベルの向上，物流コストの低減 0.280 0.297 

その他(今後の経営方策) 0.281 -0.222 

財務体質の強化 0.288 -0.003 

その他(今後のマーケティ γグ方策) 0.321 -0.637 

組織の活性化，経営風土の革新，組織機構の改革 0.396 -0.224 

海外・道外市場の開拓 0.396 -1.641 

経営陣 0.402 0.095 I 

その他(自社の特徴ないし強み) 0.537 0.075 
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図IV-1 数量化理論3類による分析結果

II軸

1・0十| 現有事業依存志向|

その他・無回答(業績グI~ープ)

0.5 

企業の伝統・知名度.

，1""8;;5"1 .物流・配送サ」ピスレベJレグ向上・物流コストの低減
販売チャヰ?の見直し..人材の育成・活用

需要者のニーズ把握体制のE主化・ .セールスマンの強化

現有事業・製品の販売力強化 | ー業績グループB

| 輔時一異組問醐1 • 間
製品開発志向|酬し喫(叩開麟性・ 位績九一プE ・叫|組織重視志向

l ・製品開発力・商品企蘭力寸.業績グループD_財務体質的強化 l 

• I 1軸
-i.0 -d.5 | ・安定した販売沈・顧客 0.5 1.0 

技術開発力的強化・ .新製品・新商品等の開発・取扱い

価格政策の見直し その他
業績グループc. '-r"'---. ・ ・組織の活性化・儲風土町革新・組織輔の改革

直接酬の生産性向上、 I .業績グループA
従業員の資質・意欲

-0.5 

.その他

生産(販売)技術.

1.0 

「 ………市糊場蜘の

|市場開拓志向|

-顧客j.r価格政策の見直しj，r従業員の資質
・意欲j，r直接部門の生産性向上」といったカ
テゴリーが密接に関連している。また，これら

ほどではないが.r現有事業・製品の販売力強
化j.r財務体質の強化j，r組織の活性化，経営
風土の革新，組織機構の改革Jなども関連性の

比較的高いカテゴリ一群といえる。

成長性および収益性がともに普通の業績グル

ープBについては.r安定した販売先・顧客j，
「現有事業・製品の販売力強化j，r事業の多角
化の推進，異業種間提携j，r需要者のニーズ把
握体制jの強化j，r人材の育成・活用」などのカ
テゴリ一群が密接に関連している。

成長性が低く収益性が高い業績グ、ループCに
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ついては， r新製品・新商品等の開発・取扱いj，
「従業員の資質・意欲j，r直接部門の生産性向
上」などのカテゴリ一群が密接に関連してい

る。また， r安定した販売先・顧客j，r取扱い製
(商)品の特性・成長性」といったカテゴリー

も関連性が比較的高いといえよう。

また，成長性が高く収益性が低い業績グ、ノレー

プDと成長性および収益性がともに低い業績グ

ループEはきわめて近い位置にあり，これらの

グループには「安定した販売先・顧客j，r現有
事業・製品の販売力強化j，r事業の多角化の推
進，異業種間提携j，r財務体質の強化j，r需要
者のニーズ把握体制の強化」といったカテゴリ

一群が密接に関連している。

次に，第 I軸および第E軸については次のよ

うに意味づけすることができょう。第 I軸に関

しては，その左方に「技術開発力の強化j，r新
製品・新商品等の取扱いj，r製品開発力・商品
企画力」あるいは「取扱い製(商)品の特性・

成長性Jといった「製品開発志向」の現れと考

えられるカテゴリーが位置している。また，右

方には「組織の活性化，経営風土の革新，組織

機構の改革」あるいは「経営陣」といった「組

織重視志向」の現れと考えられるカテゴリ一群

が位置している。

第E軸に関しては，その上方に「企業の伝統

・知名度」あるいは「現有事業・製品の販売力

強化」といったどちらかといえば「現有事業依

存志向」の現れと考えられるカテゴリ一群が位

置している。また，下方には「海外・道外市場

の開拓」といった「市場開拓志向Jの現れと考

えられるカテゴリ一群が位置している。

以上，数量化理論3類の手法を使って，各業

績グループに密接に関連したカテゴリーの組合

せを調べてみた。本節で得られた結果は，前節

における業績変数と各戦略関連変数との単純な

クロス分析で得られた結果とは必ずしも一致し

ていなL、。たとえば，前節の図ill-1で、みたよ

うに，成長性および収益性がともに高水準の業

績グループAでは r自社の特徴ないし強み」

として「生産(販売)技術j，r製品開発力・商
品企画力」あるいは「経営陣」をあげる企業の

割合が他のどのクツレープより比較的大きい点が

一つの特徴となっていた。これに対して，図N

-1のカテゴリ一散布図においては点Aと上述

のカテゴリーとの距離は近くない(ただし，r生
産(販売)技術」については第 I軸方向の成分

距離が非常に小さい)。

E節の分析と N節のそれとの関連性に関し

て，上述の例に類した現象が散見されるが，そ

の理由としては，たとえば，各業績クやループに

属する企業数にバラツキがある，サンフ。ル企業

数に比して可能なカテゴリーの組合せ (8x9x

7x6=3024通り)が多すぎ，反応パターンが拡

散しがちである， といったことなどが一方で、考

えられよう。

また，他方では， このことは，北海道の中小

企業の経営実態がし、まだに企業行動ないしは戦

略の差が業績の差に大きく影響するところまで

来ていないためである， とも見ることができょ

う。また， 収益性の高いA，Cグループに「従
業員の資質・意欲j，r直接部門の生産性向上j，
「生産(販売)技術」といったカテゴリ一群が

近い点は注意してよかろう。不況下における収

益獲得で留意すべき点と一致しているからであ

ろう。しかし，いずれにしろ，これらの点につ

いては，今後さらに検討を継続しつつ，業績グ

ループに密接に関連した戦略カテゴリーの類型

化に適した手法の発見ならびに調査票の設計を

研究していきたい。

V おわりに

一本道企業の課題と今後の研究視点一

以上，北海道における中小企業の企業行動上

の特徴を明らかにするために ill節で業績変数

と戦略関連変数のクロス分析を，また N節で

各業績グループに密接に関連した戦略カテゴリ

ーの類型化を行う目的で数量化理論3類の適用

を試みた。

その結果，一応，次のような結論を導き出す



1985. 9 北海道中小企業の行動分析員野・八鍬 15 (191) 

ことができた。すなわち，第1に，成長性およ

び収益性がともに高水準の企業は， 1経営陣J，

F製品開発力・商品企画力」および「生産(販

売)技術Jを市場における競争上の自社の優位
性と考える傾向が他のどの業績グループよりも

大きし、。このことは，企業が市場において優位

な戦略スタンスを保ち，高成長性および高収益

性を維持していくためには，強力な経営陣のリ

ーダーシ γプのもとに技術革新への飽くなき志

向性をもっととが必要で、あるということを示唆

しているものといえよう。そして，今回の調査

におけるこの結論は，先の地場産業問題研究特

別委員会の「成長企業は，経営陣が先頭に立っ

て高品質の製品の研究・生産を行い，積極的に

市場開拓に取り組んでいる」聞とL、う結論とも

一脈通じるところがある。

第2に，成長性および収益性がともに高水準

の企業は， 1財務体質の強化」ならびに「組織の

活性化，経営風土の革新，組織機構の改革」を

今後における経営方策と考える傾向が他のどの

業績ク守ループよりも大きいといえる。

第3に， これも従来から指摘されてきた点で、

あるが，本道の中小企業の場合，業績のいかん

を間わず，市場開拓への志向性がきわめて低い

という点が大きな特徴となっている。この点

は， 1現有事業・製品の販売力強化」を今後に

おける経営方策としてあげる企業が一方できわ

めて多いという現象を裏返したものである。こ

の理由としては，たとえば，海外あるいは道外

市場において競争力のある魅力ある製品を開発

するのに必要な技術的基盤を本道の中小企業が

保有していないといったことが考えられよう。

あるいは，今回の調査でも明らかになった第4

の特徴として次に述べるマーケティング能力の

脆弱さをあげることができょう。

すなわち，本道中小企業においては，図ill-

3 ~こ示されていたように， 1販売チャネルの見直

じ」あるいは「物流・配送サービスレベルの向

上，物流コストの低減Jといったマーケティン

10)北海道未来総合研究所 (1982)，p. 42。

グ能力の欠如が大きな特徴のーっとなってい

る。

これらの諸点を本道の中小企業における企業

行動の特徴としてあげることができょう。

次に，本稿における分析の枠組みに関連し

て，今後の研究上の課題をいくつか指摘してお

きたい。

第1に，本稿の目的は，北海道における中小

企業の企業行動上の特徴を明らかにするという

点にあったが，今回の調査ではそれを本州企業

との比較という形では行わなかった。したがっ

て，上述のようないくつかの特徴が本道の企業

に特有の現象なのかどうかを検討することが今

後の課題のーっとなろう。

第2に，本稿では業績ごとの企業行動の特徴

比較は行わなかった。各産業が置かれているマ

クロ経済学的な環境は相当に異なっており， し

たがって，全産業を一括して企業行動の特徴を

明らかにするというのは相当無理がある。各産

業ないしは業種ごとに企業行動の特徴を分析

し，その結果を積み重ねていくことが今後必要

となろう。

第3に， これは最も重要な点と思われるが，

これから先，北海道の企業における行動上の特

質について実証的ないし事例的研究を継続して

いぐにあたって，われわれの研究上のスタンス

を明らかにしておく必要があろう。本稿の冒頭

で、も述べたように，本道地場企業の育成・発展

をはかるためには，企業自身の内発的努力とし

て市場環境への経営戦略的適合の熟練度を高め

ていかなければならない。その方途を探るに当

って，最近の経営戦略論における理論的あるい

は実証的研究の諸成果は充分に利用価値のある

ものであろう。しかし，同時に，われわれとし

ては本道企業の行動様式に対するそれら理論の

妥当性の検証を行う必要がある。

本稿では，戦略という言葉を単に企業が今後

の方策として掲げるものという意味で用いてき

た。しかし，経営戦略とは，本来，環境の中に

自社の事業内容を定義しあわせて，それに必
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要な経営資磁の組合せについての基本方針を設

定することなのであるmo経営戦略というもの

なおおよそこのように定義した上で，たとえ

ば， M. E. Porterの研究聞は，企業がその援す

る環境宅討議企業との競争関係において分析し，

その結果を競争戦略に競り上げていくための方

法を体系化しようというものであった。また，

D. F. Abell出J.S. Hammondの研究13)は，

それまでのき堅証的な研究を整理し，金繋が所有

する事業ないしは製品分野別の市場成長率と市

場主拠率〈蕊獲には結対市場占拠率〉をもと

に，製品分野到に戦略上の役割合宕めていくた

めのフォーマルな手法を考え出そうとするもの

であった。

"iた，日本;における最近の経営戦略研党14)

も，上の研究の延長上に，遊具立てにそれぞれ

特設はあるものの1ペ環境に瀦合した戦培の条

件を分析しようというものであった。

しかし，これらの研究成果については多くの

教えられるものを含んでいる茨箇，

合条件が過震に強調され?換言すれば，ストラ

テジッタフィット〈戦略的適合)が議簡に搾し

出され，藤壌の認知能力には企業関勺差がある

という側頭はあまり鷺視されていなかった傾向

がある。すなわち，企業の環境露知の主観性ゆ

えに，換蓄すれば，情報処穫のやり方の遣い，

ないしは緩鷺風ごとの違いゆえに， 同じ潔壊が

与えられたとしてもその受けとめ方に違いが生

じ，経営戦略行動あるL

で設が生じてくるといった{減額こ

るように思われる。

企業が一設の成長性初収益性を維持していく

11)伊丹数之 (1告84)，pp.1ふ19"
12) M. E. Port邑r(1980)，同訳書。
13) D. F. Abell and J. S. Hammond (1979)，問
訳書。
14)石井主主歳 (1984)，小島健司 (1985)など。
15)たとえば， 石.チF善事蔵 (1984)の研究は，経営戦襲義
行動をど f情報処理jパ汐ダイムにしたがって説鈎
しようとするものであるし小島健河 (1985)の
研究は fゲーム怒論」パラダイムに添ったもので
ある。

には“うまい"戦略ないしは市場機会きと環境

から切り取らねばならないが，それには企業は

どういったタイプの情報処理能力あるいは認知

能力ないかなる方法で練磨しなければならない

かといった援点を持つことの重重要伎役強調した

い。このことから，今後，どのような清報処理

能力もった企業が環境安L、かに認知し，その結

どういった事業定義ないしは経営戦略令選

択する鎖向があるかといったこと，そしてその

選釈が成功したか否かといった点についての欝

究の枠組みの体系化念行い，その枠組みに添っ

て実証的ないしは遂事倒的研究を積み重ねていく

ことが必饗であろう。このことにより，

内発的努力として市場環境への戦略的適合の熟

練度を高めていく際の方途を見つけることがで

きょう。

ζ のような研究調点を踏まえた上で，今屈の

謁査結果をさらに稿用し， 告教の特徴ないし強

みをどのように考える(どういった経営資諜な

いしは情報処理能力をもった〉企業が， どうい

う経営方策およびマーケティング方策を選訳す

る額向にあるか，そしてこのことが業綴にいか

に結びついているかといった点について， グロ

ス分析の手法を用いて次に検討したい。これに

ついての報告は次績を期すこととする。
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付録

|←記入しな叩さいo

l瓦ーをi
整理番号

北海道中小企業経営実態調査

4; 社 |電話( 番

本社所在地[干

記 入 者 I(所属・役職) (氏名)

1. 食料品製造業 7. 卸売業 創業年 明・大・昭 年
業 種

2. 木材・家具類製造業 8. 
(右欄から最も

小売業 資本金 万円

3. 窯業・土石製造業 9. 金融・保険・不動産業 59年度売上 百万円
売上の多い業種

4. 鉄鋼・金属・機械製造業 10. 運輸・通信・倉庫業 正社員総数 人
を選びO印をつ

5. その他の製造業 11. サービス業 正社員の
けて下さい) 約 才

6. 建設業 平 z均年令

問1. 貴社の社長の年令および出身についておたずねします。

(1) 社長の年令....・H ・-……・…....・H ・..満才

(2) 社長の出身(下記から一つ選び該当番号にO印をつけて下さい)

1. 創業者社長

2. 二代目，三代目社長(創業者社長の御子息，御舎弟，親族等で後を継がれた方)

3. 貴社はえぬきの方(貴社において少なくとも10年以上管理職をされてきた方も含む)

4. 他の会社，機関等から入り社長になられた方

筒2. 貴社には，社是，社訓，綱領，モット一等がありますか。該当番号IこQ~P (一つ)をおつけ下さい。

1. 積極的かつ有効に活用している 2. 十分に活用しているとはいえない 3. ない

間3 貴社は，自社の特長怠いし強みはどこにあるとお考えで、すか。最も大きいとお考えの番号に@印(一つ)，

次に大きいとお考えの番号[こO印(ニつ)をおつけ下さい。

1 企業の伝統，知名度 2. 経営陣 3. 取扱い製(商)品の特性，成長性

4. 製品開発力，商品企画力 5. 従業員の資質，意欲 6. 優秀な下請，仕入先

7. 安定した販売先，顧客

11. その他(

8. 資産内容 9. 立地条件 10. 生産(販売)技術

問4. 貴社では 3年ないし5年の長期経営計画をもっておられますか。震当番号!こQioD(一つ)をおつけ下さ

い。

1. ある 2. ない 3. これからたてようとしている
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問5. 今後の経営方策について， 貴社が最も重要視される番号に@印(一つ)， 次に重要視される番号にO印

(二つ)をおつけ下さい。

1. 技術開発力の強化 2. 現有事業・製品の販売力強化 3. 事業の多角化の推進

4. 異業種間提携 5. 海外・道外市場の開拓 6. 長期ビジョン，中期計画等の確立

7. 財務体質の強化 8. 組織の活性化 9. 間接部門の生産性向上

10. 直接部門の生産性向上 11. 人材の育成・活用 12. 経営風土の革新

13. 組織機構の改革 14. 低収益事業からの撤退 15. OA化・情報システム化の推進

16. その他

問6. 貴社が経営情報を収集すQ上での問題点として，最も大きいとお考えのものにO印(一つ)をおつけ下さ

い。

1. 人材不足 2. 情報の重要性への認識が低い 3. 情報の氾濫

4 コンピュータ導入等のシステム化の遅れ 5. 外部との人的交流があまりない

6. 情報収集のための予算がない 7. 情報の所在が不明

8. 情報収集上の問題は特にない 9. その他(

問7. 貴社では，従業員の計画的・体系的な教育訓練を行なっておられますか。該当する番号lこO印(一つ)を

おつけ下さい。

1. 活発に行なっている

4. ほとんど行なっていない

2. 大体行なっている

5. 必要を感じない

3. 必要に応じて行なっている

6. その他

問8. 貴社では，従業員にミゃあ気ミを起こさせるため，どのような制度を採用しておられますか。該当する番

号全てにOr:~をおつけ下さい。

1. 目標管理制度 2. 単調な職務を減少させ，職務内容を拡大する 3. 提案制度

4. 仕事達成に対する報償制度 5. 小集団活動 6. 従業員持株制度

7. その他

問9. 貴社では，工業所有権(特許・実用新案・意匠・商標権)をお持ちで、すか。該当番号!こO印(一つ)をお

つけ下さい。

1. ある 2. ない 3. 出願中

問10.貴社では，売上高に対する研究費の比率法何%を目安としてこられましたか。該当番号lこO却(一つ)を

おつけ下さい。

1. O~ 1%未満

4. 4~6%未満

2. 1~2%未満

5. 6 ~10%未満

3. 2~4%未満

6. 10%以上

問11. 貴社では，この 4~5年市場調査を行なわれましたか。設当番号にO印(一つ)をおつけ下さい。

1. 行なった 2. 行なってない

問12.貴社の総売上高のうち，置接あるいは販売庖を通じての道外への売上高比率はどの程度でしょうか。昭和

59年度について，下記から該当する番号lこOEP(一つ)をおつけ下さい。
1. 全くない 2. 10%未満 3. 10~20%未満

4. 20~30%未満 5. 30~50%未満 6. 50%以上
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問13.過去3年間に開発・導入された新製品・新商品・新サービスは，現在の総売上高に対して概ねどの程度の

比率を占めていますか。該当番号{こO印(一つ)をおつけ下さい。(なお建設業の場合は，新技術を応用

した工事高の総工事高に対する比率でお考え下さL、)

1. この3年新製品の取扱いはない 2. 10%未満 3. 10~20%未満

4. 20~30%未満 5. 30~40%未満 6. 40~50%未満 7. 50%以上

問14.今後のマーケティング面の方策について， 貴社が最も重要視される番号に@印(一つ)， 次に重要視され

る番号!こO印(二つ)をおつけ下さい。

1. 需要者のニーズ把屋体制の強化 2. 新製品・新商品等の開発・取扱い

3. 価格政策の見直し 4. 販売チャネルの見直し 5. 道外マーケティング戦略の強化

6. セールスマンの強化 7. 広告・販売促進活動の強化 8. 営業・販売部門の機械化，

情報ネットワーク化 9. 物流・配送サーピスレベルの向上 10. 物流コストの低減

11. その他

問15.貴社では，損益状態の把握をどの位の期間で行なっておられますか。該当番号lこO印(一つ)をおつけ下

さい。

1. 月次決算をしている 2. 四半期毎に決算をしている 3. 半期毎に決算をしている

4. 年度末に決算をしている 5. 税金の申告のとき決算をしている

間16.貴社の経営指標について， 該当する番号にO印(一つ)をおつけ下さい。(年度は貴社の決算期ベースで

結構です)

56年度・ 57年度・ 58年度の売上高の合計
(1)過去4年間の売上高の伸び率[C55存度二 56ヰ盈7扇存度面売王両万否言+--1)XlOO]
1. 0%未満 2. 0~5%未満 3. 5~10%未満

4. 10~20%未満 5. 20~30%未満 6. 30~40%未満

7. 40~50%未満 8. 50~100%未満 9. 100%以上

税引後利益
(2) 59年度末の使用総資本税引後利益率(百肩寵蚕末~X100) 

1. 0%未満

4. 4~6%未満

7. 10~15%未満

2. 0~2%未満

5. 6~8%未満

8. 15~20%未満

自己資本
(3) 59年度末の自己資本比率(一面肩語蚕示-x100) 

3. 2~4%未満

6. 8~10未満%

9. 20%以上

1. 0%未満 2. 0~10%未満 3. 10~20%未満

4. 20~30%未満 5. 30~40%未満 6. 40~50%未満

7. 50%以上

問17. (製造業の方のみお答え下さい)生産部門強化の方策について，今後貴社が最も重要視される番号に@印

(一つ)，次に重要視される番号!こO印(ニつ)をおつけ下さい。

1. 省資源・省エネルギーの推進 2. ロボット・ NC機械等の活用による生産ラインの自動化

3. 品質管理活動の強化 4 先端技術やエレクトロニグスの進展に伴う技能者教育の推進

5. コンピュータ利用による設計業務の効率化・レベルアップ 6. 外注管理政策の見直し

7. 仕掛品の圧縮，製品在庫・営業在庫を含めた物流システムの見直し 8. その他(

一一お忙しい中，ご協力ありがとうござし、ました一一
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